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はじめに

私はトヨタ自動車の社内報で報道された人事

情報をパソコンに取り込んでTWCD（TOYOTA

Worker’sCareerData）と名付けたファイルを

構築し，戦後トヨタの人事管理の内実を分析し

てきた。今回の論考では，①トヨタの社内昇格

格差について，昇格に必要な待機年数に焦点を

おいて分析する。②昇格格差を人間としての社

員の職業生涯の観点から考察する，③社内昇格

格差を，父親世代→本人世代→息子世代の３世

代にわたる世代間社会移動の観点から分析す

る。この３つの課題を究明する上で，方法的に

はTWCDの量的データと，トヨタ労働者の面

接から得られた質的データを照合・統合する方

法を用いる。なお，以下で行う計量的な分析で
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本稿はトヨタの社内報で報道されてきた人事関連情報をパソコンに読み込んだTWCDファイルの
分析の続編である。今回の分析は，昇格格差に焦点を当てている。手法としては，それぞれの社員が
社内で到達できた一番高い地位別にグループを作り，グループごとの昇格年数の違いを比較した。ま
た２００２年に職業研究会が実施したトヨタ社員の面接記録を利用して，調査論でいう量的調査と質的調
査の統合を目指した。主な発見事実は以下である。①計量分析の側面では，技能系の最大の昇格格差
要因は入社年齢であり，例えば班長級では２６歳だが，次長級と部長級では１７歳である。事務・技術系
の最大の格差要因は学歴に規定された平・一般社員時代の長さであり，係長級では２２年だが部長級で
は９年である。②トヨタは一面では技能系社員に大きな上昇機会を与えたが，大卒事務・技術系社員
にはさらに大きな優位性を与えた。この点では企業社会体制は社内昇格メカニズムを通じて，格差状
況を再生産している。③質的分析の側面では，技能系，事務・技術系ともシャインのいう部内者化を
達成しているものは，上位昇格者に限られ，大多数（ほぼ８割）の社員は半身部内者，半身部外者の
冷めた状態に止まっている。④父世代→本人世代→子世代の３世代の社会移動では，父親が体現して
いた戦前の格差状態が，本人世代のトヨタ社内での昇格格差と引退格差によって子世代に伝達されて
いた。
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はTWCD連続データを用いる。このデータが

カバーしているのは１９３７～１９７４年までにトヨタ

に入社して，１９５５～２００４年の期間に班長ないし

役員など地位昇格が報道された社員であり，技

能系１５０６７人，事務・技術系４９５１人，合計２００１８

人である。かれらの入社年の平均は１９６７年，入

社年齢の平均は２５歳である。ただし，キャリア

研究の難題である現役社員と引退社員の区別に

ついては両者を混みにして扱う。仮に１９７４年に

２０歳で入社した社員も２００４年には５０歳になって

いて，キャリアの変動は少ないと想定されるか

らである１）。

１．分析手法と分析枠組み

１最高到達地位

TWCDは社員が在職中に到達した最高の地

位についての変数を持っている。トヨタ社員は

入社した後，さまざまな経路を辿りながらそれ

ぞれの地位に昇格して，最後は定年退職や関連

会社への転籍によって社員籍を失う。最高到達

地位というのは，ある社員が到達した社内での

最高の地位であり，通常はキャリア終盤に就い

ていた最後の地位である。

上のグラフ（図１）は最高到達地位別の人数

を示している。１９３７～１９７４年に入社した約２万

人の社員が１９５５～２００４年までの期間に到達した

最高の地位の分布である。

グラフ（図１）の棒は左から班長級で終わっ

た者，組長級で終わった者などの到達地位別グ

ループを示している。技能系と事務・技術系の

職位体系は違っているが，課長級以上は両者が

合流・統合される。課長級と次長級と部長級の

棒が２本あるのは，技能系から昇格した社員と

事務・技術系からの社員がいるからである。棒

の上の数字は人数（TWCD連続ファイルのケー

ス数）である。

技能系社員の４割（６１６７/１５０６７×１００）は班

長で終わり，また別の４割は組長で退職してい

る。工長に昇格できたのは１６％であり，それ以

上の地位に進んだのはごくごく少数である。事

務・技術系では係長が３５％，課長が３８％，次長
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が１５％で，それ以上はごく少ない。この地位別

構成比や昇格率などについてはすでにまとめた

ことがあるので，それを参照してもらいたい２）。

本稿の主題は，到達地位別社員集団が，ある地

位から次の地位に昇格するのにかかった待機年

数を分析し，格差の原因と結果を考察するとこ

ろにある。

２入社からの経過年数と区間待機年数

TWCDは入社からある地位に昇格するまで

にかかった経過・待機年数についての変数を持

っている。この変数は大きくは２種類ある。

①一つは入社からある地位へ昇格・到達する

までの経過年数であり，操作的にはある地位に

昇格した年度から入社年度を引いている。した

がって昇格までの勤続年数と同意である。

②もう一つはある地位から一つ上の地位に昇

格するのにかかった区間年数である。例えば入

社→班長，班長→組長の昇格にかかった年数で

あり，一つ上の地位に昇格した年度から，その

前の地位に昇格した年度を引くことで得られ

る。例えば組長昇格年度－班長昇格年度＝班長

→組長待機年数である。昇格勤続年と区間待機

年は同じではない。例えば，課長昇格について

いうと昇格勤続年では同じく２０年になる２人の

社員を取ると，１人は入社→係長が１２年，係長

→課長に８年であり，もう一人は入社→係長に

１０年，係長→課長に１０年という場合がある。

③TWCDはこれとは別に約５千人の社員に

ついて誕生年とトヨタ入社時の年齢を捕捉して

いる。（誕生年は定年退職報道年度から６０を引

いて，入社年度は勤続表彰年度から逆算してい

る。詳しくは拙稿（２００７c））。トヨタへの入り

口をなす入社年齢は，外部労働市場から内部労

働市場に入り込む境界をなす重要な変数であ

る。また出口となる定年退職は６０歳なので，６０

－入社年齢がその社員の社員生活面での持ち時

間である。到達地位グループごとに，①誕生年

とトヨタ入社時年齢，②昇格ステップごとの待

機年数（ないし入社からの通算年数＝勤続年

数），③６０歳定年までの持ち時間，これら３つ

の変数を関連づけることで，企業社会トヨタの

内部における昇格格差と外部社会を関連づけて

分析することができる。

３区間待機年数と到達地位

一般に人はある年度に誕生して，子ども時代

を過ごし，中卒，高卒，大卒などの学業を終え

て職業生活を開始する。トヨタは入社した社員

を「採用区分」と呼ぶグループ，つまり年齢，

学歴，性別，職能（技能系，事務・技術系の

別），採用形態（定期，途中採用の別）に分けて

人事管理を行っている３）。入社した社員はさま

ざまな努力や運にも左右されながら昇格してい

く。やがて昇格が限界に達して，その状態を定

年まで維持するキャリアの終盤が訪れる。トヨ

タの定年退職年齢は６０歳なので，個々の社員の

持ち時間は６０歳－入社年齢であり，この現役期

間に技能系なら入社→班長，班長→組長，組長

→工長などと社内地位を昇格していく。事務・

技術系なら入社→係長，係長→課長などと昇格

する。それぞれの区間を通過するのに要する年

数は，個々の社員のさまざまな意味での能力と

努力によって違うだろう。より高い地位へと昇

格していく社員はそれぞれの区間をより短い年

数で終えて，早め早めに通過するだろう。逆に

より低い地位で終わる社員は一つ一つの区間の

経過により長い年数を要し，遅め遅めに通過し

ていくだろう。この予備考察を踏まえて，まず

技能系社員について，到達地位別区間年数の状
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態をみよう。

２．昇格格差の計量分析

１技能系社員の地位別待機年数

１）階層別区間年数

上のグラフ（図２）はかなり盛りだくさんで

複雑になっている。左側のY軸の班長級，組長

級などの指標は社内到達地位別階層であり，上

で最高地位として説明したグループを指す。こ

の区分を地位階層と呼ぶ。地位呼称の下にある

年度は，そのグループの入社年の平均を表す。

これでみると班長級の平均入社年は１９６７年であ

る。どの地位階層も１９６０年代の入社であること

が確認できよう。TWCDの全ケースは１９６０年

代の高度成長期に入社して，その後１９７０年代か

ら１９９０年代に現役生活を送り，１９９０年代半ばか

ら２０００年代前半に定年に至っている。これらの

データはトヨタ社内の昇格状況を表していると

同時に戦後日本の歩みと共に人生を送った人び

との記録でもある。

棒の中の帯は一番左はトヨタ入社までの年数

（誕生から入社年齢まで）になる。次の入社→

班長とは入社から班長昇格までの年数であり，

つまり平社員として過ごした年数である。次の

帯は班長→組長への昇格にかかった年数であ

り，班長の地位で過ごした期間である。地位ご

との区間年数は，本人が最後に到達した地位ま

で次々と続いていく。帯の一番右側は６０歳・定

年の制限時間のカベであり，たとへば，班長に

昇格して以後，昇格できなかった者はそのまま

班長として６０歳・定年までの１６年間を過ごす。

X軸の数値は誕生から起算した年数であり年齢

である。また１９４０年代，５０年代などの表記はカ

レンダー年である。年齢もカレンダー年も実測

値とは数年のズレがあるが，大局的にはどのケ

ースも１９４０年に生まれ，１９６０年代に入社したと

みなした場合の数値である。このようにこのグ

ラフは，人びとが誕生して，やがてトヨタの社

員となり，昇格競争を行いつつ，何年目，何歳

でどの地位に進んだか，昇格停止状態で過ごし

たキャリアの終盤期間はどれほどだったかを示

立命館産業社会論集（第４３巻第４号）4

図２ 技能系社員の到達地位階層別待機年数



している。昇格階層別の統計値については論末

の注に示してあるので参照してほしい４）。

いま，グラフの一番下の班長級をみると，入

社までが２６とあり，班長級で終わった人の平均

入社年齢が２６歳であることを示す。また入社か

ら班長までの時代，つまり一般・平社員時代が

１７年続いたことがわかる。一番右の１６年という

のは，４３歳（誕生→入社２６年＋入社→班長昇格

１７年＝４３）で班長に昇格して以後，定年までの

１６年間（６０－４３≒１６）を班長で過ごしたことを

示す。

グラフの棒と帯，またその数値と年齢の意味

を把握した上で，もう一度グラフ全体を見直

す。まず，グラフ棒の一番左の入社まで（入社

年齢）の期間は班長級で２６歳，組長級で２４歳で

あり，次長級，部長級では１７歳である。一般に

上の地位に昇格したグループほど入社年齢は若

く，下の地位で終わったグループほど入社年齢

は高い。低い地位で終わった者は，入社時点で

定年・６０歳までの持ち時間が少なかったこと，

その逆も真であることが分かる。２６歳入社の班

長層は定年・６０歳までの４３％（２６/６０×１００）を

さまざまな前職に就いて社外で過ごしていたこ

と，部長級に進んだ層はこの数値は２８％

（１７/６０×１００）に過ぎないことが分かる。定年

制度という制限時間制の下で行われる昇格レー

スでは，スタート年齢がどれほど重要な要素で

あるかが確認できよう５）。

今度はグラフ棒の一番右，つまり昇格し終わ

ってから定年までの状態をみると，班長級で１６

年，組長級で１２年，課長級と次長級で６年，部

長級で２年となっている。この数字は，次の昇

格を期待しながら，現在の地位に滞留していた

期間であり，当事者の心中を斟酌すれば期待と

失望を行き来しながらじっと待機していた期間

である。班長級ではこの期間は社員生活全期間

の４７％になる（１６/（６０－２６）×１００）。課長級で

は１５％（６/（６０－２１）×１００）である。昇格限界

に達してある地位で滞留している状態をキャリ

アの終盤と考えると，キャリアの終盤は地位が

低いほど長く，高いほど短い。

次に地位別グラフ棒の中ほどに目を移すと，

平社員期間は班長級では１７年，次長，部長級で

は１１年であり，地位が低いほど長くなり，地位

が上がるほど短くなる。班長→組長など次の地

位に進むのに待機していた期間も地位が低いほ

ど長くなり，下級の地位での滞留期間が長くなる。

２）職位階層別プロファイル

以上はグラフ全体についての説明だった。次

に地位階層別の特性を摘出する。その際，私自

身がこれまで行ってきた各種のトヨタ調査の知

見を活用する。

班長級：班長級で昇格がストップした社員

は，何よりもトヨタ入社までに外部世界で過ご

した年数が長かった。ある者は自営の家業や農

業の手伝い，ある者は集団就職列車に揺られて

の就職などの形で，さまざまな前職を経験し

た。通常１～２年に及んだ臨時工（期間工）期

間も正社員入社までの遅滞を招いた。定年年齢

の制限時間までの持ち時間が絶対的に短かった

ことが，低地位で終わった原因である。班長級

が班長に昇格した時の年齢は４３歳である。社員

生活の最後の１６年を昇格とは無縁の状態で過ご

した。

組長級：組長級に進んだ者は，入社年齢は班

長級より２歳若い２４歳である。この中には１８

歳・高卒で現場投入されたものも相当いる。彼

らは班長級よりもいくらか早くに平時代を抜け
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出したが，原則としてライン労働から解放され

る組長に昇格したのは４８歳（２４＋１４＋１０）であ

り，ライン労働の肉体的限界といわれる４０歳を

越えていた。ライン労働での疲労が重なって，

昇格教育・訓練の意欲と体力が続かなかったの

かも知れない。

工長級：入社年齢は組長級より１歳若い２３歳

になる。工長級まで昇格する者の多くは養成工

である。工長にまで昇格する者の出身母体は大

きくは３つある。一つは身近にトヨタ労働者が

いる場合。社内における養成工の厚遇振りを耳

にしながら育つので，ためらいなく高校進学よ

りも養成所入所を選択する。例えばトヨタ労働

者だった父親の勧めにしたがった例がある。も

う一つは結果的に養成工を選んだことでは上と

同じだが，地方生まれで家庭の経済状態から高

校進学ができず，訓練手当にも期待しながら養

成所に入所した場合。三つ目は途中入社や新規

高卒技能採用でありながら，地方出身の並外れ

た従順性と勤勉性によってトヨタの社風にいち

早く同化した者である。工長級の入社→班長ま

での平社員期間は１１年と短くなる。班長級では

１７年だから，ここで６年の短縮を得ている。

課長級：工長級に昇格した者の中から，優秀

者はさらに課長級に進む。その多くは養成工出

身者なので入社年齢はさらに若く２１歳になる。

組長昇格は３９歳（２１＋１１＋７）である。４０歳前

に組長になって実作業から解放され，体力を温

存できたことが課長へと昇格できた理由の一つ

であろう。しかし，課長からは事務・技術系社

員と同じ土俵で競うことになり，学歴格差の現

実に直面する。先の図１にあるように技能系と

事務・技術系を合わせた課長昇格数は２２５９人だ

が，技能系課長は３９６人（１８％）である。その上

の次長や部長に進む者は極少になる。TWCD

では技能系の役員は現れない。

次長級と部長級：入社年齢は１７歳であり，ほ

とんど全員が養成工出身になる。また技能系で

次長と部長に昇格するのは図１のように，１９３７

～１９７４年に入社した１５０６７人の６２人（０.４％）に

過ぎない。かれらの職業能力や勤務態度が並み

のものではないことが推測できる。かれらは班

長→組長，組長→工長，工長→課長期間を

１，２年ずつ短縮して通過している。

３）技能系社員の昇格格差

以上，技能系社員の昇格地位別階層の，入社

年齢，各地位での経過年数，キャリア終盤年数

についての混みいった関係を整理すると，次の

諸点がある。

①入社時の年齢が若いほど高い地位へ昇格し

ている。言い換えるとトヨタに入社するまでの

外部労働市場や教育機関での迂回期間を，でき

るだけ早期に切り上げることが高い地位に昇格

する条件である。若年入社がその後の昇格に大

きな決定力をもつ。到達地位と入社年齢との間

にこのような逆相関が現れるのは，高齢の途中

入社者の比率が関係している。到達地位が高い

ほど途中入社者は少なく，若い中卒や高卒の定

期採用者が多くなる。逆に地位が低いほど高齢

途中入社が多くなる。

②その後の昇格では，高い地位に進んだ者ほ

ど，それぞれの地位での滞留年数が短くなって

いる。高い地位を目指すには一つの地位での滞

留期間を短くする必要がある。

③キャリア終盤期間は地位が低いほど長く，

高いほど短い。昇格という重大なイベントが社
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員生活の満足や活力要因であると考えると，

次々と昇格していくことが充実した社員生活を

もたらす。

④キャリアの終盤期間の長短を逆の視点から

みると，地位があがるほど終盤期間が短いこと

が分かる。この事実はせっかく努力して就いた

高い地位に長く止まることはできないことを意

味する。地位が高くなるほどその地位の保持期

間は短くなる。

⑤グラフを全体として見直すと，人生におけ

る１年の重さないし意味について感慨が生じ

る。高い地位へ進んだ者はそれぞれの地位での

滞留年数を１年の単位で切り詰めている。１年

は短いようだが，平・一般時代を入れると７段

階あるので，１地位・１年の切り詰めでトータ

ル７年を節約できる。サラリーマンが１年の遅

速にこだわる所以であろう。トヨタ社員のみな

らず，日本人もまた忙しい時代を生きてきたこ

とを実感する。

２事務・技術系社員の地位別待機年数

１）階層別区間年数

同じように事務・技術系の職位階層別グルー

プの職業生涯について検討する（図３）。とこ

ろで一般にホワイトカラーについては昇格速度

と昇格限界について学歴が大きな影響をもって

いることが知られている。ところが，TWCDは

学歴データを持っていないのでここでは大卒と

高卒を一つにして論じざるをえない。また事

務・技術系社員には途中採用者はいない。ほぼ

全員が４月１日付の定期採用者である。

Y軸の地位階層の下に入れた入社年をみる

と，事務・技術系社員もすべて１９６０年代の入社

であることがわかる。入社年齢の差は２１～２４歳

の３年間の狭い幅に収まっていて，技能系の入

社年齢が２６～１７歳の９年の幅があったこととは

異なっている。また入社年齢と職位階層との間

に明確な対応がない。係長級の入社年齢は２１歳

だが，次長級，部長級では大学院卒が多くなる

からか２４歳といくらか高くなり，役員級では再

び２３歳に低下している。入社年齢の幅が短かっ

た結果，定年・６０歳までの持ち時間の差も小さ

くなり，係長級で３９年（６０－２１），部長級で３６年

（６０－２４）と３年の違いしかない。これに対し

て大きな違いは入社から係長に昇格するまでの

一般・平社員期間である。係長級では２２年にな

社内格差と３世代社会移動（辻 勝次） 7

図３ 事務・技術系社員の職位階層別待機年数



るが，部長級では９年と２.５倍ほどの差が生じ

ている。恐らく平・一般時代の長短は学歴に左

右されているのである。言い換えれば高卒と大

卒で学歴は違うが入社年齢では高卒１８歳，大卒

２２歳で４年の幅しかない社員を，昇格面から格

差づける調整期間が平・一般時代である。いづ

れにしても社員からすれば入社年齢の差が小さ

いので平・一般時代をいかに短縮できるかが，

その後の昇格を左右する。

キャリア終盤の滞留期間をみると係長では１６

年，４１％（１６/（６０－２１）×１００）であるが，部長

級では９年，２５％（９/（６０－２４）×１００）であり，

この点では上で検討した技能系と同じように，

地位が低いほど滞留期間は長くなり，高いほど

短くなる。

２）職位階層別プロファイル

係長級：係長で終わった労働者は多くが高

卒・定期採用者である。ただし，ごく一部に技

能系で入社して一時期実施された職種転換制度

で事務・技術系に移った者が含まれている。入

社年齢２１歳は決して遅くはないが，切り札の学

歴が弱かった。事務・技術系では学歴要因は年

齢要因を圧する決定力をもっている。したがっ

て平・一般時代を２２年，４３歳まで過ごすことに

なった。これは社員生活３９年のほぼ６割（２２/

（６０－２１）×１００）に相当する。その上，その後

の１６年を係長のままで過ごし，刺激の乏しい沈

滞期間が長くなった。会社としては長期にわた

った平期間とキャリア終盤のモラル維持をどう

するのか，本人としても，どのように自己を鼓

舞するのか難問であったと思われる。

課長級：高卒から課長に昇格するのは不可能

ではないが，時間がかかる。大卒なら６～８年

のところを，１６～１８年を要する。それでも高卒

で課長になれれば満足すべき昇格である。グラ

フの平期間が１６年なのは，このグループの多く

が高卒社員であることを示している。彼らはキ

ャリア終盤の１３年間は，毎年２回の人事異動期

には期待と不安に揺れたであろう。しかしトヨ

タ生活を総括すれば，課長になれたことは成功

とは言えないまでも失敗ではなかったと自己評

価していよう。これに対して大卒区分で入社し

た者は平期間を６～８年で済ませて，次長以上

へ進んでいくのが普通である。先の図１で示し

たように事務・技術系の最大多数の３８％

（１８６３/４９５１×１００）が課長に昇格する。

次長級：次長級社員は入社年齢がやや高く２４

歳である。大学院修士卒が多くなるからであろ

う。平期間を１１年とかなり早く通過したが，係

長７年，課長７年の期間を短縮できず，４９歳で

昇格ストップとなって１１年間のキャリア終盤期

間を過ごした。それでも次長ポストは大卒でも

誰もがなれるわけではない。上位１５％（７５３/

４９５１×１００）に食い込んだ満足感があったろう。

部長級：部長級の入社年齢は２４歳で次長と並

んで事務・技術系では最高年である。次長級に

は平期間で２年，係長期間で１年の短縮を果た

したが，逆に役員級と比べると，入社年齢で１

年，平期間で１年の遅れが生じたことが災いした。

役員級：入社年齢が次長と部長より１歳若く

なり，１年を節約している。加えて平期間は最

も短い８年で通過している。さらに次長と部長

の期間も１年づつ短縮している。区間ごとに細

かい節約を積み上げてトップに立った。しか

し，役員の地位を保持できたのは５年足らずで
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ある。

３）事務・技術系社員の昇格格差

事務・技術系社員の昇格格差に関する考察に

ついて要点をまとめよう。

①到達地位別の入社年齢は大きな差はない。

２１歳から２４歳の幅に収まっている。入社年齢の

差が小さいことから，６０歳定年までの持ち時間

の差もわずか３年と小さくなる。この点では事

務・技術系社員はきわめて一様・同質な属性を

持つ集団である。ここで格差を付ける要因と理

屈を求めるとすれば高卒か大卒かという学歴し

かありえない。

②到達地位別に一番大きな差が生じるのは入

社から係長昇格までの平・一般時代の年数であ

り，係長の２２年から役員の８年まで３倍近い差

異がある。この裏には大卒と高卒の学歴格差が

ある。入社年齢と社内持ち時間に大差のない集

団に選別・淘汰を持ち込む論理が学歴差であ

る。いずれにしても上位へ進出して行くにはこ

の期間をどれだけ短縮できるかが大きい。

③最後に到達した地位に滞留して定年・６０歳

まで過ごすキャリア終盤は，地位別に大差があ

り，係長級では社員生活の４０％も占めるのに，

部長級では２５％にすぎない。

④係長時代，課長時代などそれぞれの経過年

数は，上へ行くほど１年程度づつ短くなってい

る。１年の遅速が最終到達地位に大きな影響を

及ぼしている。

⑤昇格を目指しまた期待しつつ充実した社員

生活を送るには，平・一般時代を大幅に短縮す

ること，またそれぞれの地位ごとの待機年数を

１年単位で短縮することが重要である。しか

し，地位が上がるほど，到達した地位を保持で

きる期間は短くなる。

４）計量分析からみた両職能の地位別格差

以上の説明と分析を技能系と事務・技術系を

統合する方向でまとめよう。

①技能系では最大の昇格規定要因は入社年齢

であり，昇格階層別に班長級の２６歳から次・部

長級の１７歳まで９年の幅があった。入社年齢の

高低がそのまま社内キャリアを左右した。事

務・技術系では昇格格差の規定要因は表面的に

は平・一般時代の長短である。平期間は係長級

の２２年から役員級の８年まで１４年もの幅があっ

た。この裏にはTWCDでは正確に把握できな

いが学歴がある。平・一般期間は高卒で長く，

大卒で短い。この平期間の調整によって６０歳ま

でに昇格できる地位の上限が学歴別に決まって

くる。年齢も学歴もトヨタ入社に先立って本人

が背負うことになった社外要因である。入社時

点で社員は出発点の不平等を背負って入社した。

②技能系ではライン労働からひとまずは解放

される組長昇格，事務・技術系では中間管理職

となる課長昇格が中間折り返し点であり，この

中間点を４０歳以前に通過できるか，できないか

がその後の到達地位の上限を左右している。

③技能系も事務系も，より高い地位へ昇格す

るには，それぞれの区間年数を１年（恐らくは

月）単位で短縮する必要がある。

④入社から最初の昇格までの期間は技能系の

班長級で１７年，組長級で１４年，事務・技術系の

係長級で２２年，課長級で１６年である。これほど

長い期間を地位報酬なしにモチベーションを維

持するのは本人にとって容易ではなかろう。人

事部としてはカンフル剤に工夫がいるだろ

う６）。

⑤キャリア終盤の昇格ストップ・現地位滞留

期間は地位が低いほど長く，高いほど短い。意

欲的で活動的な社員は相乗的にますます活動的
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かつ意欲的になり，その逆に昇格ストップ組は

時間とともにますます意欲を低下させるだろ

う。人事政策としては，長期滞留社員のモラー

ル維持に多大の努力が必要になるだろう。

⑥入社年齢と学歴との間には矛盾がある。入

り口のところでより高い格付けで入社するには

大卒が有利である。しかし，大学を卒業するま

でには高校と大学の合計７年を社外で過ごさな

ればならない。中卒・１５歳で入社するか，大

卒・２２歳で入社するか，ここに矛盾が生じる。

しかし実際にはこの矛盾は年齢要因よりも学歴

要因を何倍にも優位に置くことで決着が付けら

れている。１５歳・養成工には昇格上限がある

が，２２歳・大卒にはこれがない。この両極間に

あって中途入社は学歴が低い上に，入社年齢が

高いという２重のハンディーを持つことにな

る。また高卒の事務・技術系社員は学歴は低

く，中卒よりも年齢が高いハンディーをもつ。

以上ここまでTWCDの量的分析によって社

内昇格の大きな格差を確認し，またその原因を

考察した。分析対象となった技能系約１万５

千，事務・技術系約５千のケースはいずれも入

社年度の平均値では大局的には１９６０年代であ

る。かれらはその後の高度成長期，７０年代の石

油危機不況期，８０年代の経済大国期，９０年代の

平成不況期のほぼ４０年間をトヨタ社員として過

ごした。この間，外部社会では社会的開放性が

高まり，階層格差が縮小した時期もあるが，少

なくとも企業社会トヨタの内部では学歴格差と

年齢格差，つまりは出発点の不平等が主因とな

って，社内の到達地位に関して巨大な格差が生

み出された。

３．事例分析，技能系社員の昇格格差

１技能系社員の職業生涯事例

TWCDの統計値による分析によって昇格格

差の大勢を見ることはできるが，上位に昇格し

た社員と，昇格できなかった社員の意識や行動

様式を知ることはできない。私は２００１年と２００２

年に職業研究会の共同研究者と共に，６０人を越

えるトヨタ社員に面接して「生活小史法」によ

る貴重な聞き取りをすることができた７）。かれ

らはキャリア終盤から退職後数年以内の社員で

あり，また到達地位では班長から副社長まで，

ほぼすべての階層をカバーしている。面接調査

の内容は大きくは，①父の学歴・職業，②本人

の学歴と初職，③本人の現役時代の地位，部署

異動，④現役時代の勤労意識と勤労態度，⑤ト

ヨタ離脱後の転籍，再就職などの経過と２００２年

時点での暮らしぶり，⑥子の学歴と職業，の６

項目だった。これらの要素を相互に関連させな

がら，父の世代の学歴と職業格差が本人のスタ

ート格差に継承され，社内昇格競争の過程で増

幅され，子の世代へと伝達されていく様子を考

察する。

下の表１は技能系１０ケースの主要な特性を一

覧にしている。一番上の列見出しを追っていく

と，ケース番号の次に入社したときの採用区分

がある。表中には３種類の採用区分があり，途

中採用・技能系，高卒定期採用・技能系，養成

工である。次は本論の前半で論じた最高地位で

あり，班長，組長，工長，課長の４職位がある。

面接調査では次長以上には出会えなかったの

で，これらのケースは表にはない。誕生年は本

人が誕生した年で，西暦で表示している。最年

長は No.６の１９３０年，若年は No.９の１９４９年であ
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る。つまり，これらのケースは誕生年からいう

と，準戦期から戦時期を経て戦後の混乱期まで

ほぼ２０年にまたがって誕生している。父の職業

は農業が４ケース，自営業が２ケース（No.５，

９），工場労働者が１ケース（No.１０），ホワイ

トカラーであろう公務員と会社員が合わせて２

ケース（No.２，５）である。また幼児期から少

年期までに父親を亡くしたケースが３ある

（No.４，７，８）。本人の学歴では養成工も含め

た中卒が８ケース，高卒が２ケースであり，大

卒はいない。次の列は本人の初職であり，中途

採用の６ケースには中・零細企業での就労や農

業などの前職がある。定期採用でトヨタに入社

した者は養成工３（No.６，７，１０）と高卒技能

１（No.９）の４ケースである。次の列は正社員

としてトヨタに入社した年である。古くは１９５３

年から新しくは１９７０年までの幅があり，平均値

は１９６２年である。入社年齢は正社員採用された

年齢であり，中途採用の３６歳から養成工の１５歳

まで，２１年の幅がある。その次の班長昇格から

課長昇格までの数値は，その地位に昇格したと

きの本人の年齢である。到達地位と昇格年齢の

関係には，先に計量分析で確認した状態がみら

れる。つまり，最高地位が高くなるほど，各地

位への到達年齢が若くなる傾向がある。またキ

ャリア終盤の長さが，地位が低いほど長くなる

傾向も計量分析の結果と同じである。その次の

調査時年齢は２００２年当時の本人の年齢である。

多くが定年退職による引退段階にあるが，まだ

２～３年の期間を残している者もある。次の勤

務態度・意識は，聞き取りに表れた本人の特徴

的な発言である。面接時間は１ケースに２時間

ほど，テープを起こした面接記録はそれぞれA

４で１０ページほどになっている。この中からど

の部分を抜き出すか簡単ではないが，最適と思
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齢

組
長
昇

進
年
齢

班
長
昇

進
年
齢

ト
ヨ
タ
入

社
年

齢
ト
ヨ
タ

入
社
年

本
人
初
職

本
人
学
歴

父
職
業

誕
生
年

最
高
地
位

採
用
区
分

ケ
ー
ス

N
o.

最
善
を
尽
く
す
の
が
モ
ッ
ト
ー
。
し
か
し
ト
ヨ
タ
で
昇
進
す
る
に
は
学
歴
。

６８
４８

３６
１９
７０

農
業

中
卒

農
業

１９
３４

班
長

途
中
・
技
能

１

技 能 系 社 員

ま
あ
出
世
し
ま
せ
ん
よ
，
こ
う
い
う
性
格
だ
か
ら
。

６２
３８

２３
１９
６３

木
工
工
場

中
卒

会
社
員

１９
４０

班
長

途
中
・
技
能

２

班
長
に
な
っ
て
も
給
料
が
ガ
ン
と
増
え
る
わ
け
で
は
な
い
。
時
間
に
な

っ
た
ら
さ
っ
と
帰
る
主
義
で
通
し
た
。

５９
４９

２７
１９
７０

繊
維
工
場

中
卒

農
業

１９
４３

班
長

途
中
・
技
能

３

な
ぜ
（
組
長
に
）
な
れ
た
ん
か
不
思
議
で
し
ょ
う
が
な
い
。

５８
５２

４１
２３

１９
６７

シ
ャ
ツ
工
場

中
卒

公
務
員

１９
４４

組
長

途
中
・
技
能

４

理
屈
に
あ
わ
な
い
こ
と
は
嫌
い
，
言
い
た
い
こ
と
は
言
う
。

６０
４８

４０
２５

１９
６７

大
企
業
現
業

中
卒

土
建
業
・
死
亡

１９
４２

組
長

途
中
・
技
能

５

会
社
に
睨
ま
れ
て
班
長
が
長
く
な
っ
た
。
組
合
か
ら
も
敬
遠
さ
れ
た
。

７２
５１

４８
３０

１５
１９
４５

ト
ヨ
タ

中
卒
・
養
成
工

農
業

１９
３０

工
長

養
成
工

６

世
の
た
め
人
の
た
め
に
頑
張
ろ
う
と
い
う
気
持
ち
が
づ
っ
と
あ
っ
た
。

６４
４０

３３
３０

１５
１９
５３

ト
ヨ
タ

中
卒
・
養
成
工

織
物
業
・
死
亡

１９
３８

工
長

養
成
工

７

い
つ
も
一
つ
上
の
地
位
の
仕
事
を
や
る
つ
も
り
で
働
い
た
。

６３
４２

３２
２８

２２
１９
６１

農
業

高
卒

農
業
・
死
亡

１９
３９

工
長

途
中
・
技
能

８

名
誉
職
的
な
課
長
よ
り
自
分
の
や
り
た
い
こ
と
が
し
た
い
。

５３
４８

４１
３０

１８
１９
６７

ト
ヨ
タ

高
卒

米
穀
店

１９
４９

工
長

高
卒
技
能

９

私
の
場
合
は
親
が
ト
ヨ
タ
に
勤
め
て
い
て
，
そ
う
い
う
姿
を
見
て
い
ま

し
た
の
で
，
全
然
，
違
和
感
な
く
き
た
。

５７
５０

４０
３４

２７
１５

１９
６０

ト
ヨ
タ

中
卒
・
養
成
工

ト
ヨ
タ
労
働
者

１９
４５

課
長

養
成
工

１０



われる部分を取り出した。

要するにこれらの技能系社員は戦後の混乱期

から高度成長終焉期にわたって入社して，１９６０

年代から１９９０年代に現役時代を過ごしたこと

で，先に計量的に分析したTWCDのデータと

出生年，入社年齢，入社年などでほとんど同じ

構成になっている。調査論から言うと同じ対象

についての計量分析と事例分析の照合が実現し

ている。以上，表についての説明が長くなっ

た。本論に進む。

２技能系事例の階層別意識・行動特性

１）班長級と組長級

班長級で終わったケースは３（No.１～３），組

長級は２（No.４，５）である。全員が中途採用

者であり，定期採用された者はいない。農業，

自営業，工場労働者を広義のマニュアル職とみ

なし，公務員と会社員をノンマニュアル職と見

なすと，３ケースがマニュアル，２ケースがノ

ンマニュアルである。このような父親の職業に

規定されて本人の学歴が中卒で終わったこと，

前職があってトヨタ入社年齢が高かったこと

が，その後の社内昇格で大きな制約条件になっ

た。その上，各ケースには会社からみると勤労

態度などに問題があった。例えば，「班長にな

ったって給料が大幅にガンと増えるわけではな

いし，いつまでも残されてただ働きさせられる

ので，時間になったらさっと帰る主義を通し

た」（No.３），「理屈に合わないことは嫌い，言

いたいことは言う」（No.５）などの協調性や恭

順性の不足。「まあ，出世しませんよ，こうい

う性格だから」（No.２），「何で組長に昇格でき

たのか不思議」（No.４）など，昇格意欲の不足。

夜勤になじめない（No.２），高血圧（No.３），動

脈硬化（No.４），などの健康問題。パソコンが

分からない（No.４）など新技術への不適応もあ

る。また海外派遣の辞退（No.１），組合役員の

辞退（No.５）なども昇格の障害になる。これら

の昇格阻害要因の結果，エドガー・シャインの

いう「部内者化」８）が実現しなかったようだ。

もちろん部内者化が達成されなかった主要な原

因は，採用区分に基づいた厳しい格差付けを実

施している会社側にあるが，他方では，社内の

格差・差別構造に対する労働者の主体的な適応

行動であり，意識的な部内者化回避・拒否とい

う面もある。

２）工長級と課長級

工長は４ケース（No.６，７，８，９），課長は１

ケース（No.１０）である。学歴では３ケースが

中卒・養成工，２ケースが高卒である。中途採

用者が工長に昇格するのはかなり困難である

が，No.８は「いつも一つ上の仕事を担当するつ

もりで働いた」など，抜きんでた精勤ぶりと，

仕事能力とで数少ない例外になっている。父の

職業はすべて農業と自営業を含む広義のマニュ

アル職である。これらに共通する特性は入社年

齢が若かったことと，早い段階からの部内者化

の達成である。課長にまで進んだNo.１０の場合

は，トヨタマンとして成功した父の影響下で，

入社の前から部内者になっていた。また養成工

から大労組会長に進んだNo.７は，会社とは一線

を画するはずの組合指導者の道を選択したのだ

が，会社と一体になっているトヨタ労組の中で

の昇格は，本人には酷だろうが，そのまま会社

での昇格と機能的に等価である。工長以上に昇

格した人びとに共通するもう一つの特性は，早

くから職業志向と人生目標を確定していたこと

である。組合運動への献身（No.７），父の遺志

の実現（No.８，１０），地位よりも仕事内容の選
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択（No.９）などがある。こうした中で No.６は

１９６０年代初頭の班長時代に，何気なくつきあっ

てきた友人が共産党員だったことから，本人も

濡れ衣を着せられて大幅に組長昇格が遅れた。

この誤認がなければ「課長や次長までは行けた

んやないかね」と無念さを隠さない。

３技能系社員の退職後と子の学歴・職業

次にこれらの１０事例について，２００２年調査時

点で退職していた場合は，そのころの暮らしぶ

り，現役の場合は定年後の見通しについてみ

る。彼らから生まれた子の学歴と職業も表に収

録している。男子つまり息子の部分に網をかけ

ているのは，後で世代間移動を論じる部分で男

子（息子）に論点を絞るからである。

上の表２は先に示した表１の右半分に相当す

る。技能系社員の定年退職後の状態と，彼らが

生み育てた子の学歴と職業である。まず先に転

籍等会社の支援と２００２年の調査時の暮らしぶり

をみていこう。２００２年の調査時に現役だったの

はNo.３，４，５，９，１０の５ケースである。残りは

すでに引退していて，２００２年当時の最高齢は

No.６の７２歳である。トヨタは２００１年から技能

系の班・組・工長について選択式再雇用制度を

新設して「本人の希望があり，かつ会社が認め

た者」について再雇用もありうる，とした。

No.３が期待しているのはこの制度である９）。し

かし制度導入以前に退職した者は自助努力でさ

さやかな再就労先を確保しているが（No.１，

２，６），収入としては幾らにもならない。それ

でも現役時代の蓄積のおかげで持家のローンを

完済していて，年金と退職金の取り崩しで，ま

ずまず日本の平均以上の老後生活を送っている

といえる。他方，トヨタが実質的に意味のある

再就職先を用意するのは課長以上に限られ，退

職時の地位に応じて格差づけられた場を与えて

いる。課長であるNo.１０は会社の支援による転

籍に期待が大きい。またNo.７は大労組会長と
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表２ 技能系社員の退職後の様子と子の学歴・職業
第３子第２子第１子調査時の状況転籍等会社の支援最高地位採用区分ケースNo.

男・高卒・１次関連
整備士

女・高卒・市役所職員
６０定年・造園会社パ
ート

なし班長途中・技能１

技

能

系

社

員

女・学歴不明・既婚
パート

女・高卒・看護師
男・大学中退・鉄工
所現業

ペリカン便バイト１
ヶ月

なし班長途中・技能２

男・短大卒・１次関
連整備士

女・短大卒・病院事務
トヨタで使ってもら
えれば２年ほど働き
たい

定年後の再就職制
度に期待したい

班長途中・技能３

男・高卒・番組作成
職員

男・大卒・自動車販
売員

調査時現役なし組長途中・技能４

男・高卒・造園職人男・高卒・トヨタ関連
男・大卒・１級建築
士

能面教室の拡充なし組長途中・技能５

女・大卒・航空会社
事務

訓練校で造園を学ん
だが心臓病が悪化，
無職

なし工長養成工６

女・夫と海外駐在中
男・会社員（詳細不
明）

大労組会長
１９９５年・５７歳・大
労組会長

工長養成工７

女・海外留学中男・大学院卒・SE引退・趣味の百姓なし工長途中・技能８

男・高卒・トヨタ現業男・高卒・添乗員男・大卒・消防士
退職したら下請けで
働けたらいいが，目
処はない。

なし工長高卒技能９

女・短大卒・夫はト
ヨタ関連

女・短大卒・夫はト
ヨタ

定年後についてぼち
ぼち考えるつもり。

会社の支援が期待
できる

課長養成工１０



して６５歳までの現役活動を保証された形になっ

ている。このケースは，後でみる事務・技術系

の部長以上の処遇に準じた扱いである。

次にこれら技能系社員を親とする子ども世代

の状況に移る。上の表２の右側にあるように，

技能系１０人の社員は１３人の息子と９人の娘を合

わせると２２人の子を産み育てた。このうちの息

子１２人（No.７の第１子は詳細不明で除外する）

について検討する。まず学歴では高卒が７人，

大卒が５人であり，中卒はいない。親世代の８

人までが中卒だったことからすると，トヨタ技

能系社員の息子たちの高学歴化は著しいものが

ある。日本社会の全般的な高学歴化を背景に，

トヨタが社員に与えた安定生活の恩恵である。

また職能をマニュアルとノンマニュアルに分け

るとマニュアルが７，ノンマニュアルが５であ

る。この点でも父親が全員マニュアルだったの

だから，大きな社会的地位上昇があったことは

間違いない。職業を個別にみていくと，大卒の

場合は大学院卒のシステム・エンジニア

（No.８）や１級建築士（No.５）が職業威信とし

ては高い。しかし，大卒でも消防士や自動車セ

ールスなど，必ずしも威信の高くない職業もあ

る。高卒の場合は自動車整備士，トヨタおよび

関連の現業労働者など，マニュアル職が目立つ。

４．事例分析，事務・技術系社員の昇格格差

１事務・技術系社員の職業生涯事例

事務・技術系社員の面接協力者のなかから任

意に１０ケースを選んでその主要な属性を表３に

まとめた。

上の表３は先に技能系社員としてまとめた表

１と同じ構成である。採用区分では自衛隊除隊

者１，高卒事務３，大卒事務２，大卒技術４ケ
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表
３

事
務
・
技
術
系
社
員
の
主
要
属
性

勤
務
態
度
・
意
識

調
査
時

年
齢

役
員
昇

進
年
齢

部
長
昇

進
年
齢

次
長
昇

進
年
齢

課
長
昇

進
年
齢

係
長
昇

進
年
齢

ト
ヨ
タ
入

社
年

齢
ト
ヨ
タ

入
社
年

本
人
初
職

本
人
学

歴
父
職
業

父
学
歴

誕
生
年

最
高
地
位

採
用
区
分

ケ
ー
ス

N
o.

会
社
の

た
め
と
自
分
の
た
め
と
半
々
で
き
た
。

５７
４２

２１
１９
６６

自
衛
隊

高
卒

公
務
員

１９
４５

係
長

自
衛
隊

１１

事 務 ・ 技 術 系 社 員

ま
ず
は

大
学
へ
行
っ
て
，
い
ろ
い
ろ
な
知
識
を
身
に
つ
け
る

こ
と
は
必
要
だ
と
思
い
ま
す
。

５６
４４

１８
１９
６４

ト
ヨ
タ

高
卒

農
業

１９
４６

係
長

高
卒
事
務

１２

下
請

け
の

扱
い

で
上

司
の

意
向

を
無

視
し

て
，「

飛
ば

さ
れ

る
な
と
い
う
の
は
す
ぐ
に
分
か
っ
た
」

６１
５０

４２
１８

１９
５９

ト
ヨ
タ

高
卒

食
堂

自
営
業

１９
４１

課
長

高
卒
事
務

１３

（
ト
ヨ

タ
に
）
世
話
に
な
っ
た
と
い
う
の
は
古
い
言
い
方
だ
。

こ
ち
だ
っ
て
頑
張
っ
た
ん
だ
か
ら
。

６６
４６

３８
３２

２４
１９
６０

ト
ヨ
タ

地
方
国

立
工

学
部

公
務
員

１９
３６

次
長

大
卒
技
術

１４

会
社
に

も
ほ
と
ん
ど
パ
ソ
コ
ン
が
な
か
っ
た
こ
ろ
に
結
構
な

値
段
で
買
っ
て
，
そ
れ
以
来
。

６４
４８

３７
３１

１９
１９
５７

ト
ヨ
タ

高
卒

自
動
織

機
現
業

１９
３８

次
長

高
卒
事
務

１５

視
野
が

狭
か
っ
た
。
も
う
少
し
広
い
視
野
が
持
て
る
よ
う
に

指
導
し
て
ほ
し
か
っ
た
。

５４
４９

４０
３４

２３
１９
７１

ト
ヨ
タ

地
方
国

立
工

学
部

教
員

高
等
師
範

１９
４８

次
長

大
卒
技
術

１６

前
が
い

な
い
も
ん
だ
か
ら
，
入
社
し
た
ば
っ
か
り
の
人
間
に

大
き
な
話
が
来
た
ん
で
す
よ
。

６５
５０

４４
３９

３２
２３

１９
６０

ト
ヨ
タ

地
方
国

立
工

学
部

事
務
員

初
等

１９
３７

部
長

大
卒
技
術

１７

私
は
恵

ま
れ
た
時
期
に
入
っ
た
ん
で
し
ょ
う
ね
。
全
員
が
最

後
ま
で
い
て
ほ
と
ん
ど
が
部
長
に
な
り
ま
し
た
。

６７
４９

４４
３９

３３
２５

１９
６０

ト
ヨ
タ

公
立

大
英

文
科

教
員

師
範

１９
３５

部
長

大
卒
事
務

１８

思
う

よ
う

に
な

っ
て

か
ら

は
，
ま

あ
思

う
よ

う
に

な
っ

た
な
，
と
い
う
実
感
は
あ
り
ま
す
。

６６
５２

４７
４３

３６
３１

２３
１９
５９

ト
ヨ
タ

旧
帝

大
工

学
部
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ースである。到達地位では係長級２，課長級

１，次長級３，部長級２，役員級が２（うち１

人は常務，１人は副社長）である。誕生年では

最長が１９３５年，最短が１９４６年で，技能系よりも

範囲が狭いのは，自衛隊除隊者以外は学卒・定

期採用ばかりだからである。かれらの生まれた

年代幅は準戦期から戦後期までの１１年になる。

父の学歴は技能系では欠損が多くて表示できな

かったが，事務・技術系では師範を含む高等教

育卒業者が３ケースある。また父の職業ではノ

ンマニュアルが６，マニュアルが３，不明が１

ケースであり，マニュアルが８ケースあった技

能系とは著しい違いを見せている。本人の学歴

では中卒は０，高卒が４，大学６ケースであ

る。このように父の学歴と職業，また本人の学

歴について技能系と大差がある。入社年は１９５７

年から１９７１年まで，多くのケースが高度成長期

の入社と考えてよい。その次に続く係長～役員

昇格年齢などは，先の計量分析の結果とほぼ同

じであり，上の地位に進んだ者ほど，早め早め

にそれぞれの地位に到達している。勤務態度・

意識についても膨大な面接記録から最適の箇所

を抜き出した。以上の説明の上に本論に進む。

２事務・技術系社員の階層別意識・行動特性

１）係長級と課長級

係長級２ケース（No.１１，１２）と課長級１ケ

ース（No.１３）をみると，父の職業は２ケース

がマニュアル職，１ケースがノンマニュアル職

である。本人の学歴は３ケースとも高卒になっ

ている。高卒採用の事務・技術系社員は社内で

は周辺・傍流の位置にある。かれらはもちろん

現業部門の労働者の上に位置するホワイトカラ

ーであるが，ホワイトカラー全体の中では下層

に位置していて，担当業務は基本的に大卒事

務・技術員の補助要員であり，昇格速度も大卒

との間に大差がある。こうした採用区分別の昇

格天井を明確に意識した上で，会社が提供する

給付と，自分のなすべき反対給付のバランスに

敏感なのがこの人びとである。（No.１１，１２，

１３）。また仕事内容についても，大卒の脇役に

止まり全力を出し切れなかった思いが残ってい

る（No.１１，１２）。さらに学歴差別に対する不満

も大きい（No.１２，１３）。例えばNo.１３は大卒者

に対する新人入社教育では「あなたたちは大学

出だけど，現場の人に学ぶ謙虚さがないとこの

会社では生きていけないよ」と繰り返し注意を

与えている。上司の意見を軽視するのは出世の

ためには論外である。No.１３は理不尽な下請け

の要求を無視したところ上司の機嫌を損ねて即

配転になった。一種のパワーハラスメントであ

る。こうした結果，係長や課長の人びとは意外

に冷めた目で会社を見ていて，会社への貢献も

ほどほどに止めている。課長といえば組織の要

の地位であり，周りからは部内者化を果たして

いるように見えるが，本人自身の意識としては

半身は内部，半身は周辺・外部に位置してい

る。企業格差社会のマージナルマンともいえよ

う。

２）次長級

次長級のケースは３ケース（No.１４，１５，１６）

ある。大卒の２ケース（No.１４，１６）は会社と

の間にさまざまな違和感や距離感を示している

のに，高卒のケース（No.１５）は次長に到達で

きたことに大満足している。おそらく，父の職

業と本人の学歴に応じた昇格期待値があって，

父・ノンマニュアル・本人学歴・大卒者にとっ

ては満足とは言えない次長職も，父・マニュア

ル・本人学歴・高卒者には満足できるという，
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出発点における期待の水準が影響しているので

あろう。この結果，No.１５は高卒のハンディを

埋めるべくパソコンのスキルをいち早く習得す

るなど，多大の努力をして部内者化を果たして

いる。これに対して大卒技術のNo.１４と１６は半

ば部内者でありつつ部外者に止まっている。特

にNo.１６は海外出向を断ったことで，北海道工

場に左遷された形になっている。次長職はトヨ

タの地位体系の中では上位１５％に入るが，当の

本人たちは次長になれた，というより部長にな

れなかったという面にこだわりがあるのであろ

う。いずれにしても，すべての次長昇格者が部

内者化を果たしているわけではない。

３）部長級と役員級

部長級２ケース，役員級２ケースの父の学歴

は高等教育３，初等教育１になり，父の職業は

４ケースともノンマニュアルになる。No.１９の

父の学歴，職業とも不明だが，中学時代に受験

校に越境入学するため下宿生活を送ったことか

ら推察すると，地方の地主ないし名望家であろ

う。かれらは父の学歴と職業の優位性を継承し

て獲得した学歴を最大限に生かして，社内地位

を高速で駆け上がっている。仕事への取り組み

はもちろん超人的だったが，その成果も大きか

った。かれらには，少年期から青年期にかけて

自動車とトヨタに強い関心があったことが共通

している（No.１７～２０）。また多くの幸運があっ

た。大争議の余波で新規採用が大幅に抑制さ

れ，競争相手が少なかった（ちなみに１９５９年に

大卒事務・技術で採用されたのは２９人，１９６０年

は５１人だった）ことを上位に昇格できた理由に

挙げる人は多い（No.１７，１８，２０）。高度成長下

でトヨタが急拡大する入り口期に入社した幸運

もある（No.１８，１９）。「先輩がいなかったので

入ったばかりの若造に大きな仕事がまかされ

た」（No.１７）幸運もある。かれらは，こうした

幸運に加えて「あらゆることにアグレッシブに

取り組み，常に前へ，早く」（No.２０）出る努力

を惜しまなかったので，「思うような人生を」

生きることができた（No.１９）。こうして部長級

と役員級は次々と部内者化していき，巨大企業

トヨタを牽引する機関車役を果たした。

３事務・技術系社員の退職後と子の学歴・職業

事務・技術系の退職後状況と，子の学歴・職

業は下の表４のようである。ここでは転籍等で

の会社の支援格差を注視したい。このセルには

出向や転籍になった時の年齢と行き先と地位を

入れている。一見して次長以上には有力な関連

会社の役員，社長，会長などのポストが用意さ

れている。これらの関連会社は従業員規模では

数万人から数千人規模の大企業である。もちろ

ん，当初は小規模だった会社をさらに拡大・成

長させていった功績は転籍者自身にあるが，同

時に本体トヨタからの資金的，人的，技術的な

手厚い支援も受けている。その結果，トヨタの

定年年齢６０歳を越えて５年程度の就労延長が実

現している。役員，社長，会長などのポスト

は，時に「もらいすぎかな」（No.１７）というほ

どの報酬をもたらしていて，退職金の２重支給

もあり不安のない引退生活に入っている。こう

した中で，次長のままで北海道工場に転籍にな

ったNo.１６は本人には不本意な経過であろう。

ここで事務・技術系の息子について検討す

る。次の表４のように子どもの合計数は２３人

で，うち息子が８人，娘が１５人である。息子の

学歴では詳細不明の２人（No.１３の第２子と

No.１８の第１子）を除くと，６人全員が大卒で

あり，ノンマニュアルである。技能系の男子で
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も高学歴化と職業威信の高度化が見られたが，

事務・技術系ではさらにその傾向が強く出てい

る。個別の職業では医師（No.１９），トヨタ技術

員（No.１４），マスコミ関連，大手不動産社員，

大手ソフト会社SEなど，就業先は大企業で職

種もほとんどが俗にいうあこがれ職業である。

技能系の大卒息子が必ずしも威信の高い職業ば

かりではなかったことと相当な開きがある。

５．小括 格差の世代間拡大・増幅

１昇格格差から引退格差，世代間格差へ

面接聞き取りによる質的データに基づいて技

能系と事務・技術系２０ケースのキャリアと地位

別勤労意識と部内者化の状態をみた。要点をま

とめよう。

①本人のトヨタでの到達地位は，入社形態＝

採用区分に決定的に規定されている。採用区分

別の昇格限界の存在は全社員にとって自明の事

実であり，労働者は自分の昇格天井を見極めた

上で，自らの労働給付の質や量を加減してい

た。技能系では班長と組長，事務・技術系では

係長，課長，次長までの社員は，程度はあるが

部外者に止まる傾向がある。真の意味での部内

者化を果たすのは技能系では工長，課長，事

務・技術系では部長，役員である。先の図１か

らいうと，その人数は最大で約３０００人，比率で

は２０％程度であろう。

②技能系では途中採用，事務・技術系では高

卒採用など，大きな劣性要因を背負って入社し

た人は，ハンデーを補填・補償する活動を行っ

ている。技能系のNo.８が「いつも一つ上の仕事

をするつもりで働いた」こと，事務・技術系の

No.１５が「社内でも早い時期にパソコンを」使

いこなし「事務屋なのに技術も分かる」働きか

たをした，などがある。こうした補償労働が評

価されて昇格上限を突破することができ，さら

には部内者化を果たしている。
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表４ 事務・技術系社員の退職後の様子と子の学歴・職業
第３子第２子第１子調査時の状況転籍等会社の支援最高地位採用区分ケースNo.

女・大学在学中
女・大卒・病院事
務

調査時現役・退職後の目
処不明

係長自衛隊１１

事

務

・

技

術

系

社

員

女・大卒・公務員
男・大卒・マスコ
ミ関連

調査時現役・退職後は週
に３，４日働きたい。

係長高卒事務１２

男・詳細不明
女・高卒・トヨタ
事務

１次関連の契約社員・時
給１８００円，月収２０万円。

６０・１次関連・再就職課長高卒事務１３

男・大卒・自動車
部品販売

男・大学院卒・ト
ヨタ技術員

女・詳細不明少年発明クラブ職員
５３・出向・１次専務→
５４・転籍・同社社長

次長大卒技術１４

女・大卒・SE
男・大卒・大手ソ
フト会社のSE

男・大卒・大手不
動産会社営業担当

１次関連・会計監査役
５４・転籍・１次関連・
会計監査役

次長高卒事務１５

女・大学在学中女・大学在学中トヨタ北海道で次長職
４９・出向・北海道工
場・次長→ ５２・転
籍・同所・次長

次長大卒技術１６

女・短大卒・夫は
トヨタ技術員

女・短大卒・彫金
職人

１次関連・相談役。「給料
はもらいすぎかな」と思う

５２・転籍・１次関連・
役員

部長大卒技術１７

男・会社員（詳細
不明）

１次関連・顧問
５４・転籍・１次関連・
専務

部長大卒事務１８

女・学歴不明・ト
ヨタ事務

女・トヨタ職員と結
婚・夫と米国滞在中

男・大卒・医師１次関連・会長
６０・転籍・１次関連・
社長→６５・同社会長

常務取締役大卒技術１９

女・大卒・ケーキ
職人

女・大卒・専業主婦女・大卒・専業主婦１次関連・会長
６２・転籍・１次関連・
会長

副社長大卒事務２０



③採用区分の形で出発点の不平等をもたらし

ている先行要因は，父の職業であり学歴であ

る。父がノンマニュアルで大卒の場合は，本人

自身が大卒でトヨタの仕事もノンマニュアルに

なり，昇格可能な地位が高くなる。さらに本人

の到達地位は，転籍の可否を通して引退後の職

業生活と経済生活に，現役時代をも上回る多大

な格差をもたらしている。

④格差社会トヨタのなかで，地位上昇の大き

な機会を得たのが中卒・養成工である。彼らの

中にはほんの数人に過ぎないが，部長級にまで

進んだ者がいる。また，中途採用者にとっても

トヨタは社会的地位上昇の場となった。トヨタ

の現場労働は過酷なことで定評があるが，これ

に耐えた者には，安定した家族生活と次世代養

育を保障した点は評価すべきである。戦後のト

ヨタには，技能系労働者にとって父世代が体験

した貧困な経済状態と，低劣な社会的地位から

脱出できる大きな機会が存在した。

⑤しかし，全体として総括すると，格差社会

トヨタは技能系では組織下層の養成工と登用社

員，事務・技術系では高卒採用の事務員と技術

員に相当の地位上昇と経済的安定を与えたが，

大卒事務と大卒技術は，それらをはるかに上回

る地位上昇と経済的安定を得た。大卒入社者は

入社時点ですでに父の優位性を受け継いでい

た。入社時点での不平等は，退出の局面ではさ

らに一層拡大した。戦後日本の経済・社会発展

の枠組みとなった企業社会体制は，社員生活の

全般的な底上げをもたらしたが，その果実は上

層部に厚く下層部には薄く配分されたので，企

業社会内部の格差は拡大され，さらには引退格

差に引き継がれた。

⑥さらに本人の社内格差は，息子の学歴と職

業に波及していた。技能系においても，もちろ

ん全般的な髙学歴化と職業威信の高度化がみら

れたが，事務・技術系では技能系をよほど上回

る社会的地位上昇が確認された。

２３世代の格差継承と拡大

次に，世代格差と社内昇格格差，息子の社会

的地位格差の連鎖関係を確認する。

上の図４は父親の職業→本人の職業（職能）

→子（息子）の職業に関する連鎖である。ケー

ス数が少ないので職業はノンマニュアルとマニ

ュアルに単純に２分して検討する。図４の下の

誕生年西暦というのは，１世代３０年として，そ

れぞれの世代が誕生した年を示す。ただし，あ

くまでも目安にすぎない。

①まず親世代に注目する。親世代８人のノン

マニュアルは６人のノンマニュアルと２人のマ

ニュアルを育てた。親世代１１人のマニュアルは

３人のノンマニュアルと８人のマニュアルを育

てた。オッズ比でいうとノンマニュアルの親は
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図４ 親→本人→息子，３世代の職能格差連鎖



マニュアルの親より８倍（４８/６）多くのノンマ

ニュアルをもっている。

②本人世代９人のノンマニュアルは６人の男

子をもうけ，その全員がノンマニュアルだっ

た。かれらの学歴はすでに検討したとおり，全

員が大卒以上だった。他方，１０人の本人世代・

マニュアルは１２人の息子を持ったが，そのうち

のノンマニュアルは５人であり，マニュアルは

７人となっている。

③次に，本人世代をはずして，親（祖父）世

代と孫（息子）世代をクロスさせると，ノンマ

ニュアルの祖父（親）８人から生まれた８人の

孫息子は２人がマニュアル，６人がノンマニュ

アルである。マニュアルの祖父１１人から生まれ

た１１人の孫息子の８人がマニュアルで３人がノ

ンマニュアルである。オッズ比でいうと，ノン

マニュアルの祖父はマニュアルの祖父よりも８

倍（４８/６）多くのノンマニュアルの孫息子を持

っている。

④親（祖父）→本人，祖父→孫の世代間関係

ではノンマニュアルはマニュアルよりも８倍多

くのノンマニュアルをもっていることでは同じ

である。

⑤彼ら孫息子たちが誕生したのは１９６０年代か

ら７０年代であり，日本人全体の高学歴化が進行

した局面であって，孫世代には中卒者は１人も

いない。日本全体の高学歴化は進んだが，トヨ

タの中では親（祖父）世代→本人世代→息子

（孫）世代という３世代を通して職業格差が再

生産されていることが確認できる。少数の事例

にもとづいた性急な一般化は慎むべきだが，祖

父世代に存在した職業格差が企業社会内部の格

差再生産機構を通して孫世代へと伝達された事

実は動かない。

３貧困社会の格差から豊かな社会の格差へ

祖父たちが誕生したのは今は昔の２０世紀初頭

１９１０年頃であり，かれらは第１次世界大戦や昭

和恐慌のなかで成長した。当時の日本社会は絶

対的貧困を基底とした格差社会であった。祖父

世代は格差を背負いつつ成長して，１９４０年頃に

本人世代となる子を産み育てた。本人世代は祖

父世代の格差を背負いながら戦後の混乱期に成

長して，１９６０年代にトヨタに入社した。トヨタ

は大量の自動車を造って日本の高度成長に貢献

しつつ豊かさを創出した。日本社会はこのこ

ろ，機会の平等と格差の縮小に向ったが，企業

社会トヨタ自体は官僚制的に編成された厳格な

格差社会であった。本人世代のトヨタ社員は

１９７０年頃に子を産み育てた。子世代は当然なが

ら親の社内地位格差を刻印されつつ成長した。

子世代が社会に出たのは１９９０年代であり，そこ

では豊かさの下での格差が社会問題となってい

た。この１００年の間に日本社会は貧しさを脱し

て豊かさを実現したが，社会格差それ自体は温

存された。

（２００８/１/２０）

注
１） これに関連して，１９３７年から７４年までの間に

はトヨタの人事空間の構成も大きく変わり，昇
格待機期間も相当に変化している。例えば班長
→組長期間を取ると１９４４年入社グループの平均
は４.６年，以下，５４年５.０，６４年９.８，７４年９.２年で
あり，３０年間に２倍になっている。したがって
厳密な分析は入社年度別に行う必要がある。し
かし本稿ではトヨタ人事の大勢を把握する目的
で入社年度の差異は考慮しない。

２） この問題については拙稿（２００７d）を参照さ
れたい。

３） トヨタの採用区分については拙稿（２００６）を
参照されたい。
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４） 上の表５，６はTWCDの連続データが捕捉
している両職能の昇格年数に関する基本統計値
である。定年退職報道から算出した誕生年と入
社年齢のケース数と，勤続表彰報道から入社年
を割り出して算出した待機期間のケース数が違
っていることに注意されたい。また昇格停止
（キャリア終盤）期間は実測値ではなく，６０歳定

年からの計算上の理論値である。実際は５０歳を
過ぎたあたりで転籍になるケースが多いので，
地位が上がるほど停止期間は数年分短くなる。

５） 入社年齢は直接的には定年までの持ち時間の
問題であるが，組織にとっては入社年齢は職業
的社会化の可能性の問題として重要だろう。俗
に世間知らずな若者を採用して，寮先輩や職場
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表５ 技能系社員の昇格関連基本統計量
技能系社員の最高地位階層別基本統計量

昇進停
止期間

次・部
長期間

課・次
長期間

工・課
長期間

組・工
長期間

班・組
長期間

入社・班
長期間入社年齢入社年誕生年最高地位

１６.０９１７.４２２６.４９１９６７.２９１９３８.０３平 均 値
１ 班長級 ６１５２２０１８６１５２２０１８度 数

６.３６３４.７９８５.０１６４.６３４標準偏差
１１.８８１０.０９１３.８７２４.１６１９６７.０９１９３８.１２平 均 値

２ 組長級 ５９７０５９６９１３８１５９６９１３８１度 数
２.９８２４.０６１３.９５９５.２３７４.８０４標準偏差

９.６８.８４７.４７１１.４４２２.６５１９６５.４２１９３８.０７平 均 値
３ 工長級 ２４７２２４７２２４７２６９１２４７２６９１度 数

２.０５８１.８６６３.４７３３.９９６５.６２８４.４３７標準偏差
５.９１８.５２７.５６６.５５１０.６７２０.７９１９６３.９５１９３８.１１平 均 値

５ 課長級 ３９６３９６３９６３９６８０３９６８０度 数
１.７０２１.４３３１.５４４２.９１４.２８９５.０１２４.１標準偏差

５.５６４.６４８.５５７.１１６.１３１０.７８１７.２３１９６１.７３１９３９.７７平 均 値
６ 次長級 ５５５５５５５５５５１３５５１３度 数

１.２３８１.２３０.９３６１.１５６１.９３１２.６１９４.８０９３.３４５標準偏差
２.４１３.４３５.２９８.２９７.２９５.４３１０.８６１７１９６０１９４１.４平 均 値

７ 部長級 ７７７７７７５７５度 数
０.５３５１.２５４０.９５１０.９５１０.５３５２.０３５２.２３６３.８７３１.５１７標準偏差
３.４３４.７１８.５２８.６３９.１８１４.８３２４.９４１９６６.７９１９３８.０８平 均 値

合 計 ７６２４５８２９３０８９００１５０５１４１８８１５０５１４１８８度 数
０.５３５１.２４６１.６４２２.０２７２.９６４５.５５３４.６９９５.２８１４.６４４標準偏差

表６ 事務・技術系社員の昇格関連基本統計量
事務・技術系社員の最高地位階層別基本統計量

昇進停
止期間

部・役
員期間

次・部
長期間

課・次
長期間

係・課
長期間

入社・係
長期間入社年齢入社年誕生年saikouchi

最高地位
１６.４７２２.４９２１.０４１９６５.６２１９３７.０２平 均 値

４ 係長級 １７４７３２３１７４７３２３度 数
４.１６４３.７１１７.２８４５.９０１標準偏差

１３.３８.３５１６.１５２２.２１９６７.９９１９３９.４８平 均 値
５ 課長級 １８６３１８６３２０１１８６３２０１度 数

１.８２４５.２１２３.６１４５.７０９４.７３２標準偏差
１１.２８７.３２６.９８１０.７７２３.６５１９６８.６１９３９.２６平 均 値

６ 次長級 ７５３７５３７５３８０７５３８０度 数
１.５５９１.２５８３.９４８２.８８６５.０１５４.３８標準偏差

９.４３４.７９６.５６６.２３８.６８２４.３１１９６６.９４１９３９.６５平 均 値
７ 部長級 ５５０５５０５５０５５０４８５５０４８度 数

１.４０３１.０２４０.９７６１.９２４１.９５９６.０７７３.２５８標準偏差
４.７３７.６８３.６８６.８２５.７６８２３.３３１９６１.２９１９３５.６１平 均 値

８ 役員級 ３８３８３８３８３８１８３８１８度 数
３.０３２０.９６２０.８９６０.９１３０.７７１１.２８３３.３１２２.００４標準偏差
７.６８４.７１７７.６３１６.６８２２１９６７.０８１９３８.１８平 均 値

合 計 ３８５８８１３４１３２０４４９５１６７０４９５１６７０度 数
３.０３２１.４０５１.３９８１.８０６６.６４２３.６１１６.３７６５.３１１標準偏差



先輩をつけて社員の精神教育を行うには若いほ
どスムースに進む，という側面である。

６） 直接的に地位報酬に関わるカンフル剤として
は，大幅に昇格が遅れている限界能力層から
も，１～２人を選んで昇格させる「後一人＝落穂
拾い」人事の実施である（詳しくは辻（２００７e））。
また関連して，副課長，課長補佐，課長心得，
課長待遇など地位呼称の水増しがある。スタッ
フ機能（主担当員）とライン課長との頻繁な交
代もある。職層制度や職能資格等級制度を改変
して，班長→組長ステップのなかに幾段かの小
ステップを置くこともある。間接的にはQC・
改善活動での表彰や発明の社長表彰，１９９４年に
廃止されたが長期勤続表彰などの晴れ舞台の設
定があろう。

７） 職業研究会のトヨタ労働者面接調査について
は，辻勝次編（２００７b）の序章で説明している。
面接ケースの分析として，技能系については同
書第３章の湯本論文を，事務・技術系社員につ
いては第５章の櫻井論文を参照されたい。また
筆者自身も面接４事例についてキャリアを分析
したことがあるので，辻（２００４）を参照された
い。

８） 部内者化の概念についてはシャイン（二村訳
１９９１：４０）を参照しているが，シャインの部内
者化の概念は社員が会社にコミットするにつれ
て一方向的に会社の中心へと移行していく，と
いうイメージである。しかし，筆者は部内者化
の過程の理解には主体と会社との相互作用が重
要だと思う。海外派遣や組合役員を辞退するこ
とは昇格阻害要因になるが，社命を断ったこと
が原因で昇格ストップという結果になった面
と，主体の側に前もって会社に対する距離感が
あって，これが原因で社命を断るという結果に
なった，という面がある。長い社員生活のなか
で，ラベル付けがなされ，このラベルが予言の
自己成就として作用しているのではなかろう

か。
９） トヨタの選択式再雇用制度については小松史

朗（２００７：１５４-１５６）を参照されたい。
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Abstract:ThisisacontinuationoftheanalysisoftheToyotaWorkersCareerData(TWCD),afile

into which personnel-related articles published in the automaker’s house journals were

exhaustivelycollectedandloaded.ThisanalysisfocusesonpromotiondifferentialswithinToyota.

Itsemployeesweregroupedbythehighestpostsindividualsheldwithinthecompany,tocompare

theyearsrequiredforpromotionsbygroups.Theanalysisalsoattemptedtocombineand

integratequalitativeandquantitativeresearchmethods,usingrecordsofinterviewswithToyota

employeesconductedbyanoccupationalresearchinstitutein2002.Asaresult,fourmajor

findingswereobtained.

1)Quantitativeanalysishasfoundthatthebiggestfactorbehindpromotiondisparitiesamong

skilledworkersistheageatenteringthecompany.Forexample,theaverageageatenteringthe

companyis26yearsforsectionleaders,and17yearsfordeputymanagersanddepartment

managers.Themostsignificantcontributingfactortothepromotiondifferentialsamongclerical

workers/engineersisthedurationofworkasalow-levelpersonnelmember(ordinaryemployees),

affectedbyeducationalbackground.Itstandsat22yearsforassistantmanagersandnineyears

fordepartmentmanagers.2)Toyotaprovidesskilledworkerswithamajoropportunitytomoveup

throughtheranks.Greateradvantages,however,havebeenofferedtocollege-educatedclerical

workersandengineers.Inthisrespect,acorporate-socialsystemcontributestothereinforcement

ofdisparitiesthroughtheintra-companypromotionalmechanism.3)Qualitativeanalysishas

shownthatonlyhigher-rankingpositionholders,regardlessofjobcategories(skilledworkers,

clericalworkers,orengineers)becomewhatEdgarH.Scheincalls“fully-fledgedinsiders.”A

majorityofemployees(approx.80%)remaininastateinbetweeninsiderandoutsiderwithinthe

company.4)Intermsofsocialmobilityofthreegenerations(aToyotaemployee,hisfather,and

hisson),itwasrevealedthatthepre-warsocialdisparityexperiencedbytheemployees’father’s

generationhasbeenamplifiedbythedisparitiesinpromotionandretirementthatcurrentToyota

employeesexperienceinthecompany,whichhasbeenconveyedtothefollowinggeneration.

Keywords:TWCD,career,fully-fledgedinsider,quantitativeandqualitativeresearch,corporate

society.
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